
令和５年度普通会計決算の概要

Ⅰ．収支の状況 （単位：千円、％）

5年度A 4年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

歳入総額 A 65,784,832 63,366,198 2,418,634 3.8

歳出総額 B 65,354,668 62,557,520 2,797,148 4.5

歳入歳出差引(A-B) C 430,164 808,678 △378,514

翌年度繰越財源 D 214,135 149,501 64,634
実 質 収 支(C-D) E 216,029 659,177 △443,148
単年度収支 △ 443,148 110,028 △553,176 前年度の実質収支との差

実質単年度収支 △ 443,125 △ 114,938 △328,187 財政調整基金積立、取崩額等を除く

Ⅱ．歳入の状況

5年度A 4年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

 市          税 14,607,508 14,753,500 △145,992 △1.0

うち個人市民税 4,403,787 4,561,056 △157,269 △3.4 所得割　△160,168　※現年分のみ

うち法人市民税 870,803 1,013,431 △142,628 △14.1

うち固定資産税 7,692,714 7,555,192 137,522 1.8 家屋　＋63,345　償却資産+76,881　※現年分のみ

うち市たばこ税 920,723 914,707 6,016 0.7

 地方譲与税 308,154 306,425 1,729 0.6

 各種交付金等 3,298,456 3,273,923 24,533 0.7

 地方消費税交付金うち地方消費税交付金 2,719,593 2,773,557 △53,964 △1.9

うち法人事業税交付金 278,403 251,969 26,434 10.5

うち地方特例交付金等 85,075 82,067 3,008 3.7

 地 方 交 付 税 13,144,350 13,117,678 26,672 0.2

うち普通交付税 11,428,124 11,435,581 △7,457 △0.1

うち特別交付税 1,716,226 1,682,097 34,129 2.0

 使 用 料 ・ 手 数 料 1,576,788 1,597,356 △20,568 △1.3
うち市営住宅使用料 481,085 481,385 △300 △0.1 市営住宅家賃　△3,605

うち清掃手数料 818,457 838,186 △19,729 △2.4 し尿処理手数料　△29,163ごみ処理手数料　+10,741

 国 庫 支 出 金分担金及び負担金 293,881 276,860 17,021 6.1 大牟田・荒尾清掃施設組合負担金　+13,164

 国 庫 支 出 金 17,587,929 17,210,165 377,764 2.2

非課税世帯等臨時特別給付金△1,698,261
（皆減）
重点支援地方交付金+1,312,550（皆増）
新型コロナウイルスワクチン接種費負担金、
接種体制確保事業費補助△664,640

うち障害福祉サービス給付費負担金 2,056,014 2,022,567 33,447 1.7
うち教育・保育給付費負担金 1,775,079 1,750,170 24,909 1.4
うち生活保護費負担金 5,000,627 4,884,807 115,820 2.4
うち社会資本整備総合交付金 161,865 850,786 △688,921 △81.0
うち都市構造再編集中支援事業費補助　 2,185,000 488,218 1,696,782 347.5
うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 1,365,972 1,143,646 222,326 19.4

 県  支  出  金 4,265,314 4,617,217 △351,903 △7.6 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費補助△400,239（皆減）

 財産収入寄付金 350,328 382,364 △32,036 △8.4 消防応援基金寄付金+48,817

うちふるさと寄付金 222,125 277,614 △55,489 △20.0

 財産収入 132,491 94,014 38,477 40.9

うち市有地売払収入 75,924 46,254 29,670 64.1
みなと産業団地売払収入　＋61,175
大牟田ハイツ売払収入　△22,400

 繰    入    金 640,556 1,091,175 △450,619 △41.3 ふるさと応援基金繰入金　＋159,556退職手当積立基金繰入金　△160,230（皆減）

うち土地開発基金繰入金 120,000 120,000 0 0.0

うち財政調整基金繰入金 0 500,000 △500,000 皆減

 繰    越    金 808,678 915,035 △106,357 △11.6

 諸　　収　　入 2,051,135 2,236,851 △185,716 △8.3

うち健康被害補償費納付金 704,007 745,817 △41,810 △5.6 対象者の減

うち病院事業債負担金 220,984 242,514 △21,530 △8.9 償還の減

 地    方    債 6,719,264 3,493,635 3,225,629 92.3

総合体育館整備事業債+1,893,900
学校施設整備事業債+904,600
新産業団地整備事業債+374,600
ごみ処理施設整備事業債+335,400

うち病院事業債 304,000 0 304,000 皆増 市立病院への貸付金の財源

うち臨時財政対策債 83,764 450,835 △367,071 △81.4

65,784,832 63,366,198 2,418,634 3.8

※地方財政状況調査で災害援護資金貸付金の収入（市へ返済された額）のうち翌年度に県へ償還する額を事業繰越として翌年度の繰越
財源に含めることとなっているため、実質収支については一般会計決算の実質収支と異なる。

歳入合計
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Ⅲ．歳出（性質別）の状況

5年度A 4年度B 増減額
Ａ-Ｂ

対前年度
増減率 備考

義務的経費 34,209,838 33,687,294 522,544 1.6

人件費 8,501,951 8,796,206 △294,255 △3.3

うち職員給与費 6,264,689 6,400,635 △135,946 △2.1

うち退職手当 578,614 860,230 △281,616 △32.7 退職者：計34人（△12人　定年△31、早期+17、普通△1、特別職+3）

扶助費 20,535,274 19,840,388 694,886 3.5
低所得者支援給付金+1,968,980（皆増）
非課税世帯等臨時特別給付金△1,655,350（皆
減）

うち障害者福祉サービス給付費 3,744,274 3,538,129 206,145 5.8 訓練サービス給付費　+146,591

うち保育所等児童保育費 2,328,258 2,267,231 61,027 2.7

うち幼稚園等施設給付費 1,343,355 1,317,232 26,123 2.0

うち生活保護扶助費 6,533,217 6,500,238 32,979 0.5

公債費 5,172,613 5,050,700 121,913 2.4

うち元金償還金 5,011,223 4,876,557 134,666 2.8 過疎対策事業債　+194,380退職手当債　△55,786

うち利子償還金 161,390 174,143 △12,753 △7.3

一般行政経費 13,385,636 14,171,656 △786,020 △5.5

物件費 6,859,673 7,461,799 △602,126 △8.1

新型コロナウイルスワクチン接種事業費　△
548,800
自宅療養者等生活物資提供事業費　△55,876
光熱水費　△61,298

うち情報通信管理運営費 486,162 390,860 95,302 24.4

うち水防対策費 47,124 46,159 965 2.1

維持補修費 401,979 382,849 19,130 5.0

補助費等 6,123,984 6,327,008 △203,024 △3.2 国県支出金返還金等△257,763

うち一部事務組合に対するもの 856,141 713,221 142,920 20.0 大牟田・荒尾清掃施設組合負担金　△143,284

うち水道会計補助・負担金 119,346 222,801 △103,455 △46.4 コロナ（水道料金減免）分　△110,758（皆減）

うち下水道会計補助・負担金 1,600,341 1,633,365 △33,024 △2.0

うち市立病院運営費負担金 620,123 623,063 △2,940 △0.5

うち健康被害補償給付金 704,007 745,824 △41,817 △5.6 対象者の減

投資的経費 10,540,721 6,865,880 3,674,841 53.5

普通建設事業費 10,297,760 6,153,061 4,144,699 67.4

総合体育館整備事業+3,579,298
リサイクルプラザ整備事業+582,610
学校建設事業費（再編分）+791,227
高泉公営住宅建設事業費（Ⅲ期）△1,511,030
地域防災がけ崩れ対策事業費△432,665（皆減）
産業団地開発推進費+484,352

災害復旧事業費 242,961 712,819 △469,858 △65.9 土木施設災害復旧　△362,339農林水産施設災害復旧　△80,281

繰出金 6,087,239 6,012,697 74,542 1.2

うち国民健康保険会計 1,181,973 1,212,457 △30,484 △2.5

うち介護保険会計 1,998,626 1,975,777 22,849 1.2

うち後期高齢者医療会計 623,928 600,700 23,228 3.9

うち後期高齢者医療広域連合負担金 2,279,220 2,220,001 59,219 2.7

その他 1,131,234 1,819,993 △688,759 △37.8
うちふるさと応援基金費 262,290 320,617 △58,327 △18.2
うち庁舎等建設積立基金費 3,436 301,133 △297,697 △99
うち廃棄物の埋立地取得及び
処理工場建設積立基金費

410 300,010 △299,600 △100

うち財政調整基金費　 23 275,034 △275,011 △100

うち病院事業貸付金 304,000 0 304,000 皆増

うち中小企業新規創業融資資金預託金 160,000 80,000 80,000 100.0

うち地域対策融資資金預託金 120,000 220,000 △100,000 △45.5

65,354,668 62,557,520 2,797,148 4.5

Ⅳ．主な財政指標

5年度A 4年度B
標準財政規模(千円） 28,529,825 28,117,517
経常収支比率（％） 96.0 93.8 
財政力指数 0.52 0.52 
実質赤字比率（％） ― ―

― ―
実質公債費比率（％） 6.3 6.6 
将来負担比率（％） 12.5 12.1 
※標準財政規模については、臨時財政対策債発行可能額を含む。

歳出合計

説明

団体に入ってくると見込まれる標準的な一般財源の規模

財政構造の弾力性を表す指標

財政力を示す指標。基準財政収入額÷基準財政需要額の３ヵ年平均

標準財政規模に対する、一般会計等の実質赤字額の割合

連結実質赤字比率（％） 標準財政規模に対する、各会計実質赤字額＋企業会計資金不足額の割合

標準財政規模に対する、実質的な元利償還金と準元利償還金の割合

標準財政規模に対する、一般会計等が将来負担する金額の割合
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